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(57)【要約】
【課題】予圧の設定値を最適化することにより、軸受寿
命を極端に低下させることなく、軸受剛性を向上させる
印刷機用軸受を提供する。
【解決手段】印刷機用軸受１０は、内周面に複列の外輪
軌道１２ａ，１２ａを有する外輪素子１２，１２と、外
周面に複列の内輪軌道１５ａ，１５ａを有する内輪素子
１５，１５と、両外輪軌道１２ａ，１２ａと両内輪軌道
１５ａ，１５ａとの間に転動自在に設けられる複数の円
錐ころ１７，１７と、を備える。複数の円錐ころ１７，
１７には、円錐ころ１７，１７と外輪軌道１２ａ，１２
ａ及び内輪軌道１５ａ，１５ａとの各接触部における外
部荷重による弾性変形量を考慮して、予圧が付与される
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内周面に複列の外輪軌道を有する外輪部と、
　外周面に複列の内輪軌道を有する内輪部と、
　前記両外輪軌道と前記両内輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の転動体と、を備
える印刷機用軸受であって、
　前記複数の転動体には、前記転動体と前記外輪軌道及び前記内輪軌道との各接触部にお
ける外部荷重による弾性変形量を考慮して、予圧が付与されることを特徴とする印刷機用
軸受。
【請求項２】
　前記外部荷重が印圧であることを特徴とする請求項１に記載の印刷機用軸受。
【請求項３】
　前記予圧は、負荷率を１．０近傍に設定することで与えられることを特徴とする請求項
１又は２に記載の印刷機用軸受。
【請求項４】
　前記内輪部は、それぞれの外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくなるテ
ーパ状の内輪軌道を有する一対の内輪素子と、該一対の内輪素子間に配置される内輪間座
と、を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、互いの内径が軸方向中央部に向かう程小
さくなるテーパ状に形成された前記複列の外輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の
円錐ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、前記一対の内輪素子と前記内輪
間座を密着するまで締め切ることで、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材を締め切る前の軸受内部のアキシアルすきまの管理によっ
て設定されることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の印刷機用軸受。
【請求項５】
　前記内輪部は、それぞれの外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくなるテ
ーパ状の内輪軌道を有する一対の内輪素子を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、互いの内径が軸方向中央部に向かう程小
さくなるテーパ状に形成された前記複列の外輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の
円錐ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材の押込み量の管理、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸
部の外周面間をテーパ嵌合とする場合の、前記内輪軌道面の膨張を利用する前記内輪素子
の押し込み量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定されることを特徴
とする請求項１～３のいずれかに記載の印刷機用軸受。
【請求項６】
　前記内輪部は、それぞれの外周面が略一様外径である内輪軌道を有する一対の内輪素子
と、該一対の内輪素子間に配置される内輪間座と、を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、それぞれ略一様内径である前記複列の外
輪軌道との間に転動自在に配置される複数の円筒ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、前記一対の内輪素子と前記内輪
間座を密着するまで締め切ることで、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸部の外周面間をテーパ嵌合とする場
合の、前記ナット部材の締め切りによる軸受内部のアキシアルすきまの管理、及び、前記
ナット部材の締め切りによる（外輪軌道径－内輪軌道径）／２＜ころ径とする管理のいず
れかによって設定されることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の印刷機用軸受
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。
【請求項７】
　前記内輪部は、それぞれの外周面が略一様外径である内輪軌道を有する一対の内輪素子
を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、それぞれ略一様内径である前記複列の外
輪軌道との間に転動自在に配置される複数の円筒ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材の押込み量の管理、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸
部の外周面間をテーパ嵌合とする場合の、前記内輪軌道面の膨張を利用する前記内輪素子
の押し込み量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定されることを特徴
とする請求項１～３のいずれかに記載の印刷機用軸受。
【請求項８】
　印刷機械胴サポート用軸受として使用されることを特徴とする請求項１～７のいずれか
に記載の印刷機用軸受。
【請求項９】
　内周面に互いの内径が軸方向中央部に向かう程小さくなる複列のテーパ状の外輪軌道を
有する外輪部と、
　外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくなる複列のテーパ状の内輪軌道を
有する内輪部と、
　前記両外輪軌道と前記両内輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の円錐ころと、を
備える円錐ころ軸受であって、
　前記内輪部は、それぞれの外周面に、前記内輪軌道、前記両内輪軌道の軸方向外側にそ
れぞれ設けられた大径側鍔部、及び、前記内輪軌道と前記大径側鍔部の軸方向内端面との
交点位置に設けられた研削逃げ部、を有する一対の内輪素子を備え、
　前記円錐ころと前記軸方向内端面との接触により形成される接触楕円は、前記研削逃げ
部及び前記軸方向内端面の外径部から離れ、且つ、前記軸方向内端面の径方向中央位置を
含むように位置することを特徴とする円錐ころ軸受。
【請求項１０】
　前記接触楕円の中心は、前記軸方向内端面の径方向中央位置よりも前記研削逃げ部寄り
に位置することを特徴とする請求項９に記載の円錐ころ軸受。
【請求項１１】
　印刷機用軸受として使用されることを特徴とする請求項９又は１０に記載の円錐ころ軸
受。
【請求項１２】
　印刷機械胴サポート用軸受として使用されることを特徴とする請求項９～１１のいずれ
かに記載の円錐ころ軸受。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、印刷機用軸受に関し、特に、印刷機の回転部材をフレーム等の固定部分に回
転自在に支持する回転支持部に適用され、軸受剛性、回転精度、振動・音響を向上させる
ために予圧で使用される印刷機用軸受に関する。
【背景技術】
【０００２】
　オフセット印刷機では、枚葉機の場合、版胴、ゴム胴、圧胴が並設されており、印刷時
には、ゴム胴は版胴と圧胴の外周面と接触し、版胴から転写された印刷イメージを、圧胴
との間を通過する印刷用紙に転写して印刷している。また、印刷トラブル等により紙が詰
まった場合には、これら３つの胴を各々離間して配置しなければならず、ゴム胴の軸心を
版胴と圧胴の各軸心から離して、ゴム胴のインクが印刷用紙に転写されないようにし、詰
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まった紙の排出が行なわれる。
【０００３】
　このような版胴、ゴム胴、圧胴等においては、印刷時のインクのズレやムラを極力少な
くするために、胴の高剛性化が求められる。この為、これらの胴を回転自在に支持する印
刷機胴サポート用軸受にも高い剛性が要求され、一般に、複列円錐ころ軸受や複列円筒こ
ろ軸受等が予圧を付与した状態で使用されている。特許文献１では、軸受取付け時におけ
る予圧付与方法やその構造を開示する複列円錐ころ軸受ユニットについて記載されており
、また、特許文献２では、円錐ころ軸受の予圧の設定方法について記載されている。
【特許文献１】特開２００６－２５８１１５号公報
【特許文献２】特開２００２－５４６３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、軸受が外部荷重（特にラジアル荷重）を負荷すると、外部荷重を負荷する側
（負荷圏側）では、転動体と外内輪とが接触して弾性変形が生じる。一方、非負荷圏では
負荷圏側での弾性変形による内外輪の接近により、転動体と外内輪との間にすきまが生じ
る。このようなすきまが発生すると、軸受剛性が低下し、且つ転動体の挙動が不安定とな
るため、回転精度、振動・音響の悪化などが問題となり、また、シリンダの変位を抑えら
れず、印刷の品質が悪化する印刷障害が発生する。
【０００５】
　一方、予圧を極端に大きく設定した場合には、円周上全ての転動体と外内輪の接触状態
を保持することが可能ではあるが、この場合には予圧が必要以上に過大となるために軸受
寿命が著しく低下するという問題がある。
　従って、予圧は軸受の寿命・剛性に大きな影響を及ぼし、予圧の適切な設定が重要とな
るが、上述した特許文献１及び２には、具体的な予圧の設定値については記載されていな
い。
【０００６】
　本発明は、上述の様な事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、予圧の設定値を
最適化することにより、軸受寿命を極端に低下させることなく、軸受剛性を向上させる印
刷機用軸受を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の上記目的は、以下の構成によって達成される。
（１）内周面に複列の外輪軌道を有する外輪部と、
　外周面に複列の内輪軌道を有する内輪部と、
　前記両外輪軌道と前記両内輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の転動体と、を備
える印刷機用軸受であって、
　前記複数の転動体には、前記転動体と前記外輪軌道及び前記内輪軌道との各接触部にお
ける外部荷重による弾性変形量を考慮して、予圧が付与されることを特徴とする印刷機用
軸受。
（２）前記外部荷重が印圧であることを特徴とする（１）に記載の印刷機用軸受。
（３）前記予圧は、負荷率を１．０近傍に設定することで与えられることを特徴とする（
１）又は（２）に記載の印刷機用軸受。
（４）前記内輪部は、それぞれの外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくな
るテーパ状の内輪軌道を有する一対の内輪素子と、該一対の内輪素子間に配置される内輪
間座と、を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、互いの内径が軸方向中央部に向かう程小
さくなるテーパ状に形成された前記複列の外輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の
円錐ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
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部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、前記一対の内輪素子と前記内輪
間座を密着するまで締め切ることで、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材を締め切る前の軸受内部のアキシアルすきまの管理によっ
て設定されることを特徴とする（１）～（３）のいずれかに記載の印刷機用軸受。
（５）前記内輪部は、それぞれの外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくな
るテーパ状の内輪軌道を有する一対の内輪素子を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、互いの内径が軸方向中央部に向かう程小
さくなるテーパ状に形成された前記複列の外輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の
円錐ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材の押込み量の管理、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸
部の外周面間をテーパ嵌合とする場合の、前記内輪軌道面の膨張を利用する前記内輪素子
の押し込み量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定されることを特徴
とする（１）～（３）のいずれかに記載の印刷機用軸受。
（６）前記内輪部は、それぞれの外周面が略一様外径である内輪軌道を有する一対の内輪
素子と、該一対の内輪素子間に配置される内輪間座と、を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、それぞれ略一様内径である前記複列の外
輪軌道との間に転動自在に配置される複数の円筒ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、前記一対の内輪素子と前記内輪
間座を密着するまで締め切ることで、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸部の外周面間をテーパ嵌合とする場
合の、前記ナット部材の締め切りによる軸受内部のアキシアルすきまの管理、及び、前記
ナット部材の締め切りによる（外輪軌道径－内輪軌道径）／２＜ころ径とする管理のいず
れかによって設定されることを特徴とする（１）～（３）のいずれかに記載の印刷機用軸
受。
（７）前記内輪部は、それぞれの外周面が略一様外径である内輪軌道を有する一対の内輪
素子を備え、
　前記複数の転動体は、前記複列の内輪軌道と、それぞれ略一様内径である前記複列の外
輪軌道との間に転動自在に配置される複数の円筒ころであり、
　前記内輪部は、前記一対の内輪素子が外嵌される軸部の軸方向一端側に設けられた段差
部と前記軸部の他端側に螺着されるナット部材によって、軸方向に位置決めされており、
　前記予圧は、前記ナット部材の押込み量の管理、前記一対の内輪素子の内周面と前記軸
部の外周面間をテーパ嵌合とする場合の、前記内輪軌道面の膨張を利用する前記内輪素子
の押し込み量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定されることを特徴
とする（１）～（３）のいずれかに記載の印刷機用軸受。
（８）印刷機械胴サポート用軸受として使用されることを特徴とする（１）～（７）のい
ずれかに記載の印刷機用軸受。
（９）内周面に互いの内径が軸方向中央部に向かう程小さくなる複列のテーパ状の外輪軌
道を有する外輪部と、
　外周面に互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくなる複列のテーパ状の内輪軌道を
有する内輪部と、
　前記両外輪軌道と前記両内輪軌道との間に転動自在に設けられる複数の円錐ころと、を
備える円錐ころ軸受であって、
　前記内輪部は、それぞれの外周面に、前記内輪軌道、前記両内輪軌道の軸方向外側にそ
れぞれ設けられた大径側鍔部、及び、前記内輪軌道と前記大径側鍔部の軸方向内端面との
交点位置に設けられた研削逃げ部、を有する一対の内輪素子を備え、
　前記円錐ころと前記軸方向内端面との接触により形成される接触楕円は、前記研削逃げ
部及び前記軸方向内端面の外径部から離れ、且つ、前記軸方向内端面の径方向中央位置を
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含むように位置することを特徴とする円錐ころ軸受。
（１０）前記接触楕円の中心は、前記軸方向内端面の径方向中央位置よりも前記研削逃げ
部寄りに位置することを特徴とする（９）に記載の円錐ころ軸受。
（１１）印刷機用軸受として使用されることを特徴とする（９）又は（１０）に記載の円
錐ころ軸受。
（１２）印刷機械胴サポート用軸受として使用されることを特徴とする（９）～（１１）
のいずれかに記載の円錐ころ軸受。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の印刷機用軸受によれば、複数の転動体には、転動体と外輪軌道及び内輪軌道と
の各接触部における外部荷重による弾性変形量を考慮して、予圧が付与されるので、予圧
の設定値が最適化され、軸受寿命を極端に低下させることなく、軸受剛性を向上させるこ
とができる。これにより、当該軸受により支持されたシリンダは、がたつく事がなく、印
刷障害（インクのズレやムラ）の発生頻度を極端に低下することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の各実施形態に係る印刷機用軸受について図面を参照して詳細に説明する
。
【００１０】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る印刷機用軸受を示す。本実施形態の複列円錐ころ
軸受１０は、従来のものと同様、ゴム胴のような印刷機のシリンダの軸部を、円筒状の内
周面を有するフレームの内径側で回転自在に支持しており、大きなラジアル荷重及びスラ
スト荷重が加わる（ラジアル方向及びスラスト方向の剛性を十分に高くする必要がある）
回転支持部を構成する、印刷機用胴サポート軸受である。
【００１１】
　複列円錐ころ軸受１０は、内周面に複列の外輪軌道１２ａ，１２ａを有する外輪部１１
と、外周面に複列の内輪軌道１５ａ，１５ａを有する内輪部１４と、両外輪軌道１２ａ，
１２ａと両内輪軌道１５ａ，１５ａとの間に転動自在に設けられる複数の転動体である円
錐ころ１７、１７と、各円錐ころ１７、１７を転動自在に保持する保持器１８、１８と、
を備える。
【００１２】
　外輪部１１は、フレームに設けた軸受ハウジング１に内嵌される一対の外輪素子１２、
１２及び外輪間座１３によって構成されており、外輪間座１３は、一対の外輪素子１２、
１２間に配置されている。一対の外輪素子１２、１２の内周面には、テーパ状の外輪軌道
１２ａ，１２ａがそれぞれ形成されており、互いの内径が軸方向中央部に向かう程小さく
なるように配置されている。
【００１３】
　また、内輪部１４は、シリンダ２と同心に突設された軸部３に外嵌される一対の内輪素
子１５，１５及び内輪間座１６によって構成されており、内輪間座１６は、一対の内輪素
子１５，１５間に配置されている。一対の内輪素子１５、１５の外周面には、テーパ状の
内輪軌道１５ａ，１５ａがそれぞれ形成され、小径側端部外周面には小径側鍔部１９、１
９が、大径側端部外周面には大径側鍔部２０、２０が、それぞれ内輪軌道１５ａ，１５ａ
を軸方向両側から挟む状態で形成されている。また、一対の内輪素子１５、１５は、内輪
軌道１５ａ，１５ａの互いの外径が軸方向中央部に向かう程小さくなるように小径側鍔部
同士を対向させた状態で配置されている。このように、複列円錐ころ軸受ユニット１０は
、背面組合せで構成されるため、軸受剛性の向上を図ることができる。
【００１４】
　軸部３に外嵌される一対の内輪素子１５，１５及び内輪間座１６は、シリンダ２の端面
（軸部３の軸方向一端側）に設けられた段差部４と、軸部３の先端部（他端側）の雄ねじ
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部に螺着したナット部材２１との間で挟持され、ナット部材２１を所定のトルクで回転さ
せて、一対の内輪素子１５，１５と内輪間座１６を密着するまで締め切ることで軸方向に
位置決めされると共に、一対の内輪素子１５，１５に軸方向両側から互いに近付く方向に
押圧力を作用させることで、各円錐ころ１７，１７に所望の予圧（用途に応じた適切な予
圧）を付与している。
【００１５】
　この場合、予圧は、ナット部材２１を締め切る前の軸受内部のアキシアルすきまの管理
によって設定することができる。なお、本実施形態では、一対の内輪素子１５，１５間に
内輪間座１６が配置されているが、内輪間座１６を有しない場合には、予圧は、ナット部
材２１の押込み量の管理、一対の内輪素子１５，１５の内周面と軸部３の外周面間をテー
パ嵌合とする場合（図２参照。）の、内輪軌道面１５ａ，１５ａの膨張を利用する内輪素
子１５，１５の押し込み量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定され
る。
【００１６】
　ここで、本実施形態の複列円錐ころ軸受１０では、円錐ころ１７，１７と外輪軌道１２
ａ、１２ａ及び内輪軌道１５ａ，１５ａとの各接触部における印圧（外部荷重）による弾
性変形量を考慮して、予圧が付与される。なお、印圧とは、各シリンダ２同士が押付け合
う圧力であり、印圧以外にもシリンダ２の自重やギア荷重等の外部荷重も発生する。具体
的に、本実施形態では、印刷の品質及び軸受の耐久性を確保するため、円周上全ての円錐
ころ１７，１７が印圧負荷時に外輪軌道１２ａ、１２ａ及び内輪軌道１５ａ，１５ａと接
触するように、運転時の負荷率εを１．０近傍に設定している。なお、負荷率とは、負荷
圏の広さを表す数値で、１．０を越える値は全ての円錐ころ１７，１７に荷重が負荷され
ていて、複列円錐ころ軸受１０にラジアル方向の遊びがない状態を意味する。即ち、複列
円錐ころ軸受１０がその半周に亙って負荷を受けている場合にはε＝０．５、丁度全周に
亙って負荷を受けているが、最大負荷位置と反対位置の負荷が丁度０となっている場合に
はε＝１、全周に亙って均一な負荷を受けている場合にはε＝∞である。
【００１７】
　本実施形態では、円錐ころ軸受にラジアル荷重が負荷する場合の、負荷率に対する軸受
計算寿命及びラジアル変位比率について、以下の算出式を用いて計算した。まず、以下の
算出式（１）～（３）より、図３に示すような負荷率が得られる。
【００１８】
【数１】

【００１９】

【数２】

【００２０】
【数３】
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【００２１】
　また、軸受計算寿命比率Ｌ/Ｌ10は、以下の算出式（４）から図４に示すようなグラフ
が与えられ、図３及び図４から図５に示すような負荷率に対する軸受計算寿命比率のグラ
フが与えられる。
【００２２】
【数４】

【００２３】
　また、負荷率に対する軸ラジアル変位比率は、以下の算出式（５）、（６）によって与
えられ、図５に示すグラフとなる。なお、図５の各比率は負荷率＝０．５（軸受すきま＝
０；即ち、円周上にて半分の転動体が荷重負荷）の時の値を１とした。
【００２４】

【数５】

【００２５】
【数６】

【００２６】
　なお、上述した算出式において、
Δｒ：ラジアルすきま
Ｌｗｅ：ころ有効長さ
α：接触角
Ｆｒ：ラジアル荷重（Ｎ）
ｉ：軸受列数
Ｚ：ころ数
Ｊｒ：ラジアル積分
Ｊ１：平均転動体荷重についての積分
ε：負荷率
ψ０：ラジアル荷重による負荷圏の角度／２、（図４参照）
ψ：負荷圏内の任意の角度（ラジアル荷重方向：０度）、（図４参照）
Ｑｍａｘ：転動体荷重
δｒ：ラジアル荷重負荷によるラジアル変位量（任意の軸受すきま時）
δｒ０：ラジアル荷重負荷によるラジアル変位量（軸受すきま＝０時）
Ｌ：軸受計算寿命（任意の軸受すきま時）
Ｌ１０：定格疲れ寿命（軸受すきま＝０時）
である。
【００２７】
　図５より、ラジアル荷重負荷時に円周上全ての転動体が内外輪と接触し、自転しながら
公転するような予圧荷重を満足するための負荷率：εは、以下となる。
　　　　１．０≦ε
　また、図１に示しているとおり、εを１．０より極端に大きな値（予圧過大な状態）に
すると寿命が著しく低下するため、相反する２つの要素である剛性と寿命を考慮した場合
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には、εを１．０近傍に設定される。従って、角荷率εを１．０近傍に設定することで、
複列円錐ころ軸受１０により支持されたシリンダは、がたつく事がなく、印刷障害（イン
クのズレやムラ）の発生頻度を極端に低下することができ、また、十分な軸受寿命を確保
することができる。
【００２８】
　尚、本文での軸受すきま（ラジアルすきま及びアキシアルすきま）は、外内輪の変形を
考慮していないため、予圧（マイナス）すきまの値は転動体と外内輪との接触部における
弾性変形量として考えている。
【００２９】
　また、本実施形態では、複列円錐ころ軸受を用いて予圧の付与について説明したが、複
列円筒ころ軸受が使用される場合にも同様に適用可能であり、また、玉軸受が使用される
場合においても算出式は異なるが、同様の考え方が適用できる。
【００３０】
　例えば、複列円筒ころ軸受３０は、図７（ａ）に示すように、内周面にそれぞれ略一様
内径である複列の外輪軌道３２ａ，３２ａを有する外輪部３１である単一の外輪素子３２
と、外周面にそれぞれ略一様外径である複列の内輪軌道３５ａ，３５ａを有する一対の内
輪素子３５，３５を備えた内輪部３４と、両外輪軌道３２ａ，３２ａと両内輪軌道３５ａ
，３５ａとの間に転動自在に設けられる複数の転動体である円筒ころ３７、３７と、各円
筒ころ３７、３７を転動自在に保持する保持器３８、３８と、を備える。
【００３１】
　外輪素子３２は、フレームに設けた軸受ハウジング１に内嵌固定されており、また、一
対の内輪素子３５，３５は、シリンダ２と同心に突設された軸部３に外嵌され、シリンダ
２の端面（軸部の軸方向一端側）に設けられた段差部４と、軸部３の先端部（他端側）の
雄ねじ部に螺着したナット部材２１との間で挟持され、ナット部材２１を所定のトルクで
回転させて、軸方向に位置決めされると共に、一対の内輪素子３５，３５に軸方向両側か
ら互いに近付く方向に押圧力を作用させることで、各円筒ころ３７，３７に所望の予圧（
用途に応じた適切な予圧）を付与している。このような複列円筒ころ軸受３０においても
、上述した算出式を適用することができ、負荷率εが１．０近傍に設定される予圧が付与
される。
【００３２】
　なお、複列円筒ころ軸受３０の場合も、予圧は、ナット部材２１の押込み量の管理、一
対の内輪素子３５，３５の内周面と軸部３の外周面間をテーパ嵌合とする場合（図７（ｂ
）参照。）の、内輪軌道３５ａ，３５ａの膨張を利用する内輪素子３５，３５の押し込み
量の管理、及び、軸受トルクの管理のいずれかによって設定される。
　また、図示しないが、一対の内輪素子３５，３５間に内輪間座が配置される場合には、
一対の内輪素子３５，３５の内周面と軸部３の外周面間をテーパ嵌合とする場合の、ナッ
ト部材２１の締め切りによる軸受内部のアキシアルすきまの管理、及び、ナット部材２１
の締め切りによる（外輪軌道径－内輪軌道径）／２＜ころ径とする管理のいずれかで、一
対の内輪素子３５，３５と内輪間座を密着するまでナット部材２１を締め切ることで、予
圧が付与される。
【００３３】
（第２実施形態）
　図８は、第２実施形態の複列円錐ころ軸受１０ａを示す。この複列円錐ころ軸受１０ａ
は、円錐ころ１７と内輪素子１５の軸方向内端面２０ａとの接触により形成される接触楕
円Ｃの位置を規定したものである。なお、複列円錐ころ軸受１０ａの構成は、第１実施形
態のものと同様であるため、重複部分については説明を省略或いは簡略化する。
【００３４】
　本実施形態の一対の内輪素子１５，１５（図は、一方のみ示す）は、外周面に内輪軌道
１５ａ，１５ａ、両内輪軌道１５ａ，１５ａの軸方向内側にそれぞれ設けられた小径側鍔
部１９，１９、両内輪軌道１５ａ，１５ａの軸方向外側にそれぞれ設けられた大径側鍔部
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の交点位置、及び、内輪軌道１５ａ，１５ａと大径側鍔部２０，２０の軸方向内端面との
交点位置には、研削逃げ部２２，２２，２３，２３が形成されている。
【００３５】
　ここで、円錐ころ１７と大径側鍔部２０の軸方向内端面２０ａとの接触により形成され
る接触楕円Ｃが、研削逃げ部２３や軸方向内端面２０ａの外径部２０ｂと接する場合には
、いずれかの接触位置において応力集中が発生し、高トルクとなってしまう。このため、
接触楕円Ｃは、研削逃げ部２３及び軸方向内端面２０ａの外径部２０ｂから離れ、且つ、
軸方向内端面２０ａの径方向中央位置２０ｃを含むように位置することで、トルクを低減
且つ安定させることができる。なお、好ましくは、接触楕円Ｃの中心Ｃａは、軸方向内端
面２０ａの径方向中央位置２０ｃよりも研削逃げ部寄りに位置するほうが、より低トルク
化を実現することができる。なお、接触楕円Ｃは、円錐ころ１７の大径側端面１７ａ及び
内輪素子１５の軸方向内端面２０ａの形状等によって設定される。
【００３６】
　なお、本発明の複列円錐ころ軸受は、本実施形態のものに限定されるものでなく、適宜
、変形、改良等が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明の第１実施形態に係る複列円錐ころ軸受の断面図である。
【図２】第１実施形態の変形例に係る複列円錐ころ軸受の断面図である。
【図３】算出式より求めた負荷率を示すグラフである。
【図４】算出式より求めた軸受計算寿命比率を示すグラフである。
【図５】負荷率に対する軸受計算寿命比率及びラジアル変位比率を示すグラフである。
【図６】ラジアル荷重負荷によるラジアル変位量を示す図である。
【図７】（ａ）本発明の変形例に係る複列円筒ころ軸受の断面図であり、（ｂ）は、他の
変形例に係る複列円筒ころ軸受の断面図である。
【図８】（ａ）は、本発明の第２実施形態に係る複列円錐ころ軸受の断面図であり、（ｂ
）は、（ａ）のVII部拡大図である。
【符号の説明】
【００３８】
１０、１０ａ　複列円錐ころ軸受（印刷機用軸受）
１１，３１　外輪部
１２，３２　外輪素子
１２ａ，３２ａ　外輪軌道
１４，３４　内輪部
１５，３５　内輪素子
１５ａ，３５ａ　内輪軌道
１７　円錐ころ（転動体）
２１　ナット部材
３０　複列円筒ころ軸受（印刷機用軸受）
３７　円筒ころ（転動体）
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【図３】 【図４】
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【図７】 【図８】
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